
実質黒
字赤字
比率

補正実
質黒字
赤字比
率

公営会
計連結
黒字赤
字比率

補正公
営会計
連結黒
字赤字
比率

連結実
質黒字
赤字比
率

補正連
結実質
黒字赤
字比率

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
規模
増減
率
(H20
標準
規模/
H15標
準規

補正
標準
規模
増減
率
(H20
補正
標準
規模/

財政
力指
数
(H19
財政
力指
数)

実質黒
字比率
(+)

補正実
質黒字
比率
(+)

公営会
計連結
黒字比
率
(+)

補正公
営会計
連結黒
字比率
(+)

連結実
質黒字
比率
(+)

補正連
結実質
黒字比
率
(+)

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
財政
規模
増減
率
(5年)

補正
標準
財政
規模
増減
率

財政
力指
数

又は 又は 又は 又は 又は 又は

実質赤
字比率
(-)

補正実
質赤字
比率
(-)

公営会
計連結
赤字比
率
(-)

補正公
営会計
連結赤
字比率
(-)

連結実
質赤字
比率
(-)

補正連
結実質
赤字比
率
(-)

茨城県 0.71 0.75 6.76 7.15 7.46 7.90 14.4 14.69 15.67 288.7 308.0 280.2 298.9 20.7 14.1 0.64
栃木県 1.40 1.49 3.67 3.90 5.07 5.40 12.7 12.10 12.99 165.8 178.1 160.0 171.8 13.9 7.2 0.63
埼玉県 0.50 0.54 8.27 8.82 8.77 9.36 12.5 12.04 12.96 241.7 260.2 231.8 249.5 27.7 19.7 0.74
千葉県 0.48 0.52 5.98 6.39 6.46 6.91 11.7 10.95 11.79 218.9 235.7 211.7 227.9 27.4 19.2 0.76
東京都 0.01 0.02 13.89 14.24 13.90 14.26 5.5 2.88 2.96 63.8 65.7 48.5 49.9 49.2 45.5 1.32
神奈川県 0.32 0.35 4.48 4.78 4.80 5.13 8.9 9.09 9.77 206.9 222.4 201.5 216.6 33.9 25.5 0.92
静岡県 1.00 1.06 5.15 5.46 6.15 6.52 11.7 12.37 13.26 248.1 266.0 240.9 258.3 19.3 12.5 0.73
愛知県 0.64 0.68 3.90 4.10 4.54 4.77 10.8 10.98 11.59 227.4 240.2 222.3 234.8 43.3 36.6 1.02
大阪府 0.78 0.83 2.19 2.32 2.98 3.15 16.6 17.20 18.29 288.6 307.1 285.3 303.5 29.1 22.3 0.79
福岡県 0.19 0.21 1.00 1.06 1.19 1.27 13.9 14.98 16.02 255.4 273.2 254.1 271.8 25.4 18.1 0.61

実質黒
字比率
(+)

補正実
質黒字
比率
(+)

公営会
計連結
黒字比
率
(+)

補正公
営会計
連結黒
字比率
(+)

連結実
質黒字
比率
(+)

補正連
結実質
黒字比
率
(+)

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
財政
規模
増減
率
(5年)

補正
標準
財政
規模
増減
率

財政
力指
数

又は 又は 又は 又は 又は 又は

連結
公営比率

参考資料
公営比率

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

区分 実質赤字比率
(参考)

財政統計研究所

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

実質赤字比率

財政統計研究所

区分 実質赤字比率
(参考) 連結

実質公債費比率 将来負担比率

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

実質公債費比率 将来負担比率

実質赤字比率

(H19財
政力指
数)

参考資料

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

(H19財
政力指
数)

 都道府県・健全化判断比率2009　(財政力指数　0.5～0.6)　合計9団体

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

実質赤字比率
(参考) 連結

実質公債費比率 将来負担比率

 都道府県・健全化判断比率2009　(財政力指数　0.6以上)　合計10団体

実質赤字比率

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

公営比率

財政統計資料館 (展示資料8)　　　　　　都道府県・健全化判断比率2009 (財政力指数別)　　　　　　都道府県比率 (財政力指数別)

2008(H21)年度健全化判断比率、関連指標等

都道府県・健全化判断比率2009 (財政力指数別)
資料作成　財政統計研究所

参考資料

『都道府県・健全化判断比率2009 (財政力指数別)』の構成は、下記のとおりです。

『都道府県・健全化判断比率2009 (財政力指数別)』は、地方自治研究のための財政データのひとつとしてご自由にご活用ください。

都道府県・健全化判断比率2009 (財政力指数別)の構成

区分

http://www16.plala.or.jp/zaisei/


実質赤
字比率
(-)

補正実
質赤字
比率
(-)

公営会
計連結
赤字比
率
(-)

補正公
営会計
連結赤
字比率
(-)

連結実
質赤字
比率
(-)

補正連
結実質
赤字比
率
(-)

宮城県 1.11 1.18 2.52 2.68 3.62 3.86 14.7 14.77 15.88 277.1 298.0 272.9 293.4 14.6 7.8 0.53
群馬県 1.31 1.40 12.61 13.43 13.92 14.83 9.5 9.36 10.06 198.6 213.6 182.6 196.4 16.0 9.0 0.59
岐阜県 1.48 1.57 7.99 8.48 9.47 10.05 17.6 18.63 19.98 249.8 268.0 238.6 256.0 13.7 7.2 0.51
三重県 0.78 0.84 7.84 8.33 8.62 9.17 12.6 12.55 13.49 190.9 205.2 180.9 194.3 12.4 5.8 0.59
滋賀県 0.32 0.35 5.30 5.73 5.63 6.08 13.5 14.45 15.79 257.6 281.5 251.2 274.5 17.5 8.8 0.56
京都府 0.05 0.06 1.86 1.98 1.91 2.04 11.3 11.45 12.29 245.2 263.1 243.0 260.7 24.0 16.6 0.59
兵庫県 0.01 0.01 2.45 2.59 2.45 2.60 19.9 21.08 22.53 360.1 384.9 357.3 381.9 19.9 13.3 0.59
岡山県 0.18 0.20 2.57 2.74 2.76 2.93 14.8 14.66 15.73 253.8 272.3 250.7 268.9 13.3 6.6 0.54
広島県 0.42 0.45 2.56 2.72 2.99 3.17 15.5 14.32 15.32 257.8 275.9 254.4 272.1 20.5 13.7 0.59

実質黒
字比率
(+)

補正実
質黒字
比率
(+)

公営会
計連結
黒字比
率
(+)

補正公
営会計
連結黒
字比率
(+)

連結実
質黒字
比率
(+)

補正連
結実質
黒字比
率
(+)

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
財政
規模
増減
率
(5年)

補正
標準
財政
規模
増減
率

財政
力指
数

又は 又は 又は 又は 又は 又は

実質赤
字比率
(-)

補正実
質赤字
比率
(-)

公営会
計連結
赤字比
率
(-)

補正公
営会計
連結赤
字比率
(-)

連結実
質赤字
比率
(-)

補正連
結実質
赤字比
率
(-)

福島県 0.52 0.55 0.45 0.47 0.97 1.03 12.7 12.98 13.91 200.6 215.0 199.5 213.7 8.7 2.6 0.44
新潟県 0.55 0.58 1.77 1.86 2.32 2.44 16.8 17.08 18.23 281.0 299.9 278.1 296.7 9.7 4.3 0.43
富山県 1.53 1.67 3.66 3.97 5.19 5.64 16.9 16.91 18.73 276.2 305.9 269.7 298.7 11.2 2.5 0.45
石川県 0.26 0.29 3.41 3.69 3.67 3.98 14.4 15.06 16.59 270.7 298.1 266.2 293.1 14.2 5.6 0.45
福井県 1.44 1.58 9.56 10.48 11.00 12.06 13.3 12.52 14.02 234.6 262.7 221.2 247.6 14.5 4.5 0.40
山梨県 4.44 4.85 7.46 8.16 11.90 13.01 12.9 13.66 15.25 247.1 275.9 232.6 259.6 16.0 6.1 0.42
長野県 0.90 0.96 1.98 2.10 2.88 3.06 15.9 15.01 16.09 221.4 237.4 218.0 233.6 11.0 4.9 0.46
奈良県 0.35 0.38 6.27 6.79 6.61 7.17 11.8 11.37 12.49 252.2 277.1 244.5 268.6 17.0 8.0 0.42
山口県 1.02 1.09 3.32 3.54 4.34 4.63 11.8 12.34 13.32 237.1 256.1 232.0 250.5 11.0 4.1 0.45
香川県 2.40 2.64 8.74 9.59 11.14 12.23 14.8 14.54 16.21 234.8 261.8 221.9 247.4 15.2 5.0 0.46
愛媛県 0.19 0.21 2.24 2.40 2.43 2.61 17.2 17.61 19.08 199.6 216.3 196.8 213.2 12.6 5.2 0.40

実質黒
字比率
(+)

補正実
質黒字
比率
(+)

公営会
計連結
黒字比
率
(+)

補正公
営会計
連結黒
字比率
(+)

連結実
質黒字
比率
(+)

補正連
結実質
黒字比
率
(+)

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
財政
規模
増減
率
(5年)

補正
標準
財政
規模
増減
率

財政
力指
数

又は 又は 又は 又は 又は 又は

実質赤
字比率
(-)

補正実
質赤字
比率
(-)

公営会
計連結
赤字比
率
(-)

補正公
営会計
連結赤
字比率
(-)

連結実
質赤字
比率
(-)

補正連
結実質
赤字比
率
(-)

北海道 0.04 0.04 0.18 0.19 0.22 0.24 22.3 25.18 27.15 346.0 373.2 345.8 372.9 13.8 7.2 0.39
青森県 0.63 0.68 1.66 1.78 2.29 2.45 16.6 17.54 19.04 233.4 253.5 230.7 250.5 9.4 2.4 0.31
岩手県 1.11 1.20 2.81 3.02 3.92 4.22 14.8 12.30 13.49 312.4 342.7 307.6 337.4 8.6 0.8 0.31
山形県 1.11 1.20 6.25 6.76 7.36 7.96 14.8 14.05 15.49 269.6 297.3 260.5 287.3 10.6 2.3 0.33
和歌山県 1.12 1.23 1.33 1.44 2.45 2.67 10.1 10.93 12.05 207.1 228.3 204.2 225.2 9.3 0.7 0.33

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

(H19財
政力指
数)

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

実質公債費比率 将来負担比率 参考資料
公営比率 実質赤字比率

区分 実質赤字比率
(参考) 連結

(H19財
政力指
数)

 都道府県・健全化判断比率2009　(財政力指数　0.3～0.4)　合計11団体 財政統計研究所

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

区分 実質赤字比率
(参考) 連結

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

実質公債費比率 将来負担比率 参考資料
公営比率 実質赤字比率

財政統計研究所

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

(H19財
政力指
数)

 都道府県・健全化判断比率2009　(財政力指数　0.4～0.5)　合計11団体



徳島県 1.74 1.91 5.73 6.27 7.47 8.18 19.0 20.50 22.95 276.5 309.7 267.3 299.3 12.8 3.1 0.33
佐賀県 1.32 1.45 6.18 6.78 7.50 8.24 14.9 13.40 15.01 159.3 178.4 150.3 168.3 12.9 2.8 0.34
熊本県 2.26 2.40 4.55 4.83 6.81 7.23 13.0 14.45 15.51 231.8 248.8 223.7 240.1 11.0 4.6 0.39
大分県 0.84 0.91 4.10 4.41 4.94 5.33 12.8 14.53 15.92 212.4 232.7 206.4 226.1 8.4 0.7 0.36
宮崎県 0.82 0.89 7.79 8.42 8.61 9.31 12.6 14.13 15.54 194.3 213.8 183.8 202.2 11.4 3.1 0.31
鹿児島県 1.19 1.26 1.04 1.09 2.23 2.36 15.3 15.36 16.39 272.6 290.9 269.9 288.0 8.2 2.6 0.31

実質黒
字比率
(+)

補正実
質黒字
比率
(+)

公営会
計連結
黒字比
率
(+)

補正公
営会計
連結黒
字比率
(+)

連結実
質黒字
比率
(+)

補正連
結実質
黒字比
率
(+)

実質
公債
費比
率
(3ヵ年
平均)

単年
度実
質公
債費
比率
(H20)

補正
単年
度実
質公
債費
比率

将来
負担
比率

補正
将来
負担
比率

修正
将来
負担
比率

補正
修正
将来
負担
比率

標準
財政
規模
増減
率
(5年)

補正
標準
財政
規模
増減
率

財政
力指
数

又は 又は 又は 又は 又は 又は

実質赤
字比率
(-)

補正実
質赤字
比率
(-)

公営会
計連結
赤字比
率
(-)

補正公
営会計
連結赤
字比率
(-)

連結実
質赤字
比率
(-)

補正連
結実質
赤字比
率
(-)

秋田県 1.87 2.04 7.28 7.91 9.15 9.95 14.2 13.50 14.99 263.9 293.1 252.5 280.5 6.2 -2.3 0.29
鳥取県 4.24 4.75 3.00 3.36 7.25 8.10 11.0 9.90 11.39 153.7 176.9 144.8 166.5 14.7 2.6 0.27
島根県 0.97 1.07 5.12 5.62 6.09 6.69 17.9 16.72 18.89 225.4 254.6 217.5 245.6 10.8 1.0 0.24
高知県 0.99 1.10 1.58 1.74 2.57 2.84 16.1 15.77 17.83 193.6 218.9 190.4 215.3 11.2 0.9 0.24
長崎県 0.31 0.34 4.02 4.28 4.33 4.62 10.1 10.41 11.24 201.2 217.4 196.1 211.8 8.0 1.3 0.29
沖縄県 1.65 1.78 5.49 5.90 7.14 7.67 11.2 11.26 12.20 129.7 140.6 121.8 132.0 18.5 10.3 0.30

1 実質黒字比率=H20実質黒字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)*100
2 実質赤字比率=H20実質赤字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)*100
3 補正実質黒字比率=H20実質黒字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を除く)*100
4 補正実質赤字比率=H20実質赤字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を除く)*100

H20実質黒字額=H20年度の一般会計等の実質黒字額=H20年度の一般会計等の実質収支額>0の場合の額
H20実質赤字額=H20年度の一般会計等の実質赤字額=A+(B+C)>0の場合の額

A 繰上充用額 歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額
B 支払繰延額 実質上歳入不足のため、支払を翌年度に繰り延べた額
C 事業繰越額 実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額

1 公営会計連結黒字比率または連結赤字比率
=(H20公営会計連結実質黒字額または連結実質赤字額)-(H20実質黒字額または実質赤字額)
/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)*100

2 補正公営会計連結黒字比率または連結赤字比率
=(H20公営会計連結実質黒字額または連結実質赤字額)-(H20実質黒字額または実質赤字額)
/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を除く)*100

※

H20公営会計連結実質黒字額
=H20年度の一般会計等以外の公営事業会計+公営企業会計の連結実質黒字額
=H20年度の「一般会計等以外の公営事業会計の実質収支額の合計額」

(H20標
準財政
規模/
H15標
準財政
規模)

(H20補
正標準
財政規
模/
H15標
準財政
規模)

(H19財
政力指
数)

2008(H20)年
度決算に基
づく、
2009(H21)年
度健全化判
断比率、
関連指標等

早期健
全化基
準(25%)
財政再
生基準
(35%)

早期健
全化基
準
(400%)

連結実
質黒字
額を黒
字要素
として
算定

実質公債費比率 将来負担比率 参考資料
公営比率 実質赤字比率

区分 実質赤字比率
(参考) 連結

 都道府県・健全化判断比率2009　(財政力指数　0.3未満)　合計6団体 財政統計研究所

　健全化判断比率2009(類似団体別)は、健全化判断比率とともに、「補正比率」として標準財政規模から臨時
財政対策債発行可能額を除いて算定した数値を掲載しています。

　臨時財政対策債発行可能額は、2003(H21)年度までの特例として、標準財政規模に含むものとされていま
すが、2004(H22)年度年度以降、特例措置の廃止に伴い、臨時財政対策債発行可能額相当額が地方交付税
等として地方公共団体に交付されない場合は、その程度に応じて、健全化判断比率は「補正比率」に近い数
値となる可能性があります。

財政統計研究所比率算定式等のご案内

算定式等

実質赤字
比率

(参考)
公営比率

(参考)公営比率とは、一般会計等以外の公営事業会計および公営企業会計の連結黒字比率または連結赤
字比率

区分

 健全化判断比率2009



+「公営企業会計の資金の剰余額または不足額の合計額」>0の場合の額
H20公営会計連結実質赤字額

=H20年度の一般会計等以外の公営事業会計+公営企業会計の連結実質赤字額
=H20年度の連結実質赤字額=(A+B)-(C+D)>0の場合の額

A 公営企業以外の特別会計の実質赤字の合計額
B 公営企業の特別会計の資金の不足額の合計額
C 公営企業以外の特別会計の実質黒字の合計額
D 公営企業の特別会計の資金の剰余額の合計額

1 連結実質黒字比率=H20連結実質黒字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)*100
2 連結実質赤字比率=H20連結実質赤字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を含む)*100
3 補正連結実質黒字比率=H20連結実質黒字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を除く)*100
4 補正連結実質赤字比率=H20連結実質赤字額/H20標準財政規模(臨時財政対策債発行可能額を除く)*100

H20連結実質黒字額
=H20年度の一般会計等+一般会計等以外の公営事業会計+公営企業会計の連結実質黒字額
=H20年度の「一般会計等+一般会計等以外の公営事業会計の実質収支額の合計額」

+「公営企業会計の資金の剰余額または不足額の合計額」>0の場合の額
H20連結実質赤字額

=H20年度の一般会計等+一般会計等以外の公営事業会計+公営企業会計の連結実質赤字額
=H20年度の連結実質赤字額=(A+B)-(C+D)>0の場合の額

A 一般会計および公営企業以外の特別会計の実質赤字の合計額
B 公営企業の特別会計の資金の不足額の合計額
C 一般会計および公営企業以外の特別会計の実質黒字の合計額
D 公営企業の特別会計の資金の剰余額の合計額

1 実質公債費比率=(H18実質公債費比率+H19実質公債費比率+H20実質公債費比率)/3
2 単年度実質公債費比率=H20実質公債費比率

=H20実質公債費負担額
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を含む)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

3 補正単年度実質公債費比率
=H20実質公債費負担額
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を除く)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

H20実質公債費負担額=H20年度の実質公債費負担額=(A+B)-(C+D)
A 地方債の元利償還金(繰上償還等を除く)
B 地方債の元利償還金に準ずるもの(「準元利償還金」)
C 元利償還金または準元利償還金に充てられる特定財源
D 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

1 将来負担比率
=H20将来負担額
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を含む)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

2 補正将来負担比率
=H20将来負担額
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を除く)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

3 修正将来負担比率
=［H20将来負担額-H20連結実質黒字額］
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を含む)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

4 補正修正将来負担比率
=［H20将来負担額-H20連結実質黒字額］
/［H20標準財政規模(臨財債発行可能額を除く)-元利償還金等に係る基準財政需要額算入額（H20）］*100

H20将来負担額=H20年度の将来負担額=(A+B+C+D+E+F+G+H)-(I+J+K)>0の場合の額
A 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高
B 債務負担行為に基づく支出予定額
C

D

E 退職手当支給予定額のうち一般会計等の負担見込額
F

G 連結実質赤字額
H

I

J 特定の歳入見込額
K 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

H20連結実質黒字額

実質公債費
比率

将来負担
比率

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てるための一般会計等からの繰入
見込額
組合等(一部事務組合や地方開発事業団など)の地方債の元金償還に充てるための
当該団体の負担見込額

地方公共団体が設立した一定の法人(地方道路公社、土地開発公社、地方独立行
政法人など)の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額
のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

組合等(一部事務組合や地方開発事業団など)の連結実質赤字額相当額のうち一般
会計等の負担見込額
前年度末の基金残高の合計額(災害救助基金、介護保険財政安定化基金、公営企
業の基金を除く)

(参考)
公営比率

連結
実質赤字

比率



=H20年度の一般会計等+一般会計等以外の公営事業会計+公営企業会計の連結実質黒字額
=H20年度の「一般会計等+一般会計等以外の公営事業会計の実質収支額の合計額」

+「公営企業会計の資金の剰余額または不足額の合計額」>0の場合の額

1 標準財政規模増減率(5年)

2 補正標準財政規模増減率(5年)

3 財政力指数=H19財政力指数

1

2

3

4

5 『都道府県・健全化判断比率2009』は、地方自治研究のための財政データのひとつとしてご自由にご活用ください。

6 『都道府県・健全化判断比率2009』の商用目的のご利用はお断りいたします。

7

8

※ (算定データの端数処理)

参考資料

算定データは、当初、すべて四捨五入方式により算定し、その後、「実質黒字または赤字比率」、「連
結実質黒字または赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」の4比率については、総務省の
端数処理方式(切捨て方式)にて再算定したデータに差し替えています。

この処理により、上記の4比率と、総務省公表比率(「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質
公債費比率」、「将来負担比率」)との誤差をなくしています。

また、上記の4比率以外のデータは、当初算定された四捨五入方式によるものです。

『都道府県・健全化判断比率2009』の全部または一部を冊子等に掲載される場合は、財政統計研究所作成
資料からの転載資料である旨を明記してください。

データの正確性には細心の注意をしておりますが、参照データの誤謬・欠落や入力・転記ミス、データ処理の
方法等によりデータに誤謬並びに誤差が存在する可能性がありますのでご了解願います。

各表のデータは、総務省公表データ、各団体公表データ等を参照して作成した財政統計研究所の決算統計
データベースから算定したものです。

『0』と表示されたデータは、データそのものが『0』である場合のほか、参照データが空欄「-」等のため把握で
きない場合や、四捨五入によりデータが『0』となる場合がありますのでご注意ください。

「将来負担比率」の負数表示は、H20将来負担額が負数となり、将来負担額が生じていないことを示すもので
す。H21将来負担比率（実額ベース）では0(「-」)となりますが、実際のH21将来負担比率を負数表示しているこ
とにご留意ください。

「参考資料」中の空欄は、市町村合併等の事情から、データの一部が不存在または把握できず、指標が算定
できないことを示すものです。

=(H20標準財政規模(臨財債発行可能額を含む)/H15標準財政規模)*100-100

将来負担
比率

=(H20標準財政規模(臨財債発行可能額を除く)/H15標準財政規模)*100-100

財政統計研究所


